
少子化対策特別部会の経過 
 

 

○第 10 回 9 月 5 日（金）15:00～17:00 

 ・最近の動きの報告 

 ・ヒアリング（全国私立保育園連盟、全国保育協議会、 

日本保育協会） 

 

○第 11 回 9 月 18 日（木）17:00～19:00 

 ・次世代育成支援施策の全体像の確認、「基本的考え方」を 

踏まえた具体化が必要な検討事項の確認 

 ・ヒアリング（横浜市・保育園を考える親の会 普光院亜紀氏・ 

全国学童保育連絡協議会 真田祐氏） 

 

○第 12 回 9 月 30 日（火）17:00～19:00 

 ・保育サービスの提供の新しい仕組みについて① 

 （保育サービスの必要性の判断基準・利用方式等について①） 

 

○第 13 回 10 月 6 日（月）17:00～19:00 

 ・保育サービスの提供の新しい仕組みについて② 

(保育サービスの必要性の判断基準・利用方式等について②、

事業者参入について①、保育サービスの質の向上について①） 

 

○第 14 回 10 月 14 日（火）17:00～19:00 

 ・保育サービスの提供の新しい仕組みについて③ 

(事業者参入について②、認可外保育施設について①） 

 ・ヒアリング（東京都） 

 

○第 15 回 10 月 22 日（水）15:00～17:00 

 ・保育サービスの提供の新しい仕組みについて④ 

（認可外保育施設について②、保育サービスの質の向上につ

いて②） 

 ・ヒアリング（東京大学名誉教授 小林登氏、新宿せいが保育 

園園長 藤森平司氏） 

 

○第 16 回 10 月 29 日（水）15:00～17:00 

 ・放課後児童クラブについて① 

 ・すべての子育て家庭に対する支援について 

 ・ヒアリング（バオバブ保育園ちいさな家園長 遠山洋一氏、

特定非営利活動法人びーのびーの事務局長 原美紀氏） 

 

○第 17 回 11 月 11 日（火）17:00～19:00 

 ・放課後児童クラブについて② 

 ・地域の保育機能の維持・向上について 

 ・情報公表、第三者評価等について 

 ・これまでの議論の項目と保育サービス全体について① 

 

○第 18 回 11 月 21 日（金）10:00～12:00 

 ・これまでの議論の項目と保育サービス全体について② 

 ・経済的支援について① 

 ・社会全体での重層的負担・「目的・受益」と連動した費用負

担について① 

 

○第 19 回 12 月 3 日（水）15:00～17:00 

 ・経済的支援について② 

 ・社会全体での重層的負担・「目的・受益」と連動した費用負

担について② 

・これまでの議論の整理 

 

○第 20 回 12 月 9 日（火）17:00～19:00 

 ・社会保障審議会少子化対策特別部会 第 1次報告（案） 

  （議論のたたき台）について 

 

○第 21 回 12 月 16 日（火）15:00～17:00 

 ・社会保障審議会少子化対策特別部会 第 1次報告（案） 

  について 

保育事業者検討会の経過 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第１回 9 月 29 日（月）17:00～19:00 

・最近の動きの報告 

・少子化対策特別部会の議論について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第２回 10 月 21 日（火）17:00～19:00 

・保育サービスの提供の新しい仕組みについて 

（保育サービスの必要性の判断基準・利用方式について、

事業者参入について） 

・少子化対策特別部会の議論について 

 

 

○第３回 10 月 27 日（月）13:00～15:00 

・保育サービスの質の向上について 

・認可外保育施設について 

・少子化対策特別部会の議論について 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第４回 11 月 17 日（月）13:00～15:00 

  ・すべての子育て家庭に対する支援について 

  ・地域の保育機能の維持・向上について 

  ・情報公表、第三者評価等について 

・保育サービス全般について 

・少子化対策特別部会の議論について 

 

 

○第５回 12 月 3 日（水）17:30～19:30 

・保育サービス全般について 

・少子化対策特別部会の議論について 

 

 

 

○第６回 12 月 10 日（水）15:00～17:00 

・保育サービス全般について 

・少子化対策特別部会の議論について 
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次世代育成支援のための新たな制度体系の設計 

に関する保育事業者検討会 

開催要綱 

 

 

１ 目的 

 

  現在、地方自治体関係者や労使関係者などからなる社会保障審議会少

子化対策特別部会において、『「子どもと家族を応援する日本」重点戦

略』等に基づき、国・地方・事業主・個人の負担の組み合わせによって

支える包括的な次世代育成支援のための具体的な制度設計について、税

制改革の動向を踏まえつつ検討が進められているところであり、本年５

月に「次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考

え方」がとりまとめられたところである。 

  「経済財政改革の基本方針 2008」等において、「保育サービスに係

る規制改革については、子どもの福祉への配慮を前提に、利用者の立場

に立って、平成 20 年内に結論を出す」こととされており、今後、これ

に基づき、少子化対策特別部会においてさらに議論を進めることとして

いるが、この議論に資するため、雇用均等･児童家庭局長が、保育事業

者等の参集を求め、次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に関

して議論を行うため、本検討会を開催することとする。 

 

２ 構成 

(1) 検討会の構成員は別紙のとおりとする。 

 (2) 検討会に座長を置く。 

 

３ 検討事項 

  次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に関する検討等 

 

４ 運営 

  検討会の庶務は、雇用均等･児童家庭局保育課が行う。 

 

５ その他 

  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座

長が雇用均等･児童家庭局長と協議の上、定める。 
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（別紙） 

次世代育成支援のための新たな制度体系の設計 

に関する保育事業者検討会 名簿 

 

 

伊東 安男   全国保育協議会副会長・建昌保育園園長 

 

岩渕 勝好   東北福祉大学教授 

 

岡  健    大妻女子大学家政学部准教授 

 

木原 克美   全国私立保育園連盟常務理事・御池保育所園長 

 

坂﨑 隆浩   日本保育協会保育問題検討委員会委員長・野木保育園 

理事長 

 

佐久間貴子      株式会社ﾍﾞﾈｯｾｽﾀｲﾙｹｱ ﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱ事業部長 

 

庄司 洋子      立教大学大学院 21 世紀社会ﾃﾞｻﾞｲﾝ研究科教授 

 

菅原 良次   全国私立保育園連盟常務理事・たんぽぽ保育園園長 

 

永野 繁登   日本保育協会理事・玉川保育園園長 

 

西田 泰明   全国保育協議会副会長・わかば保育園園長 

 

西村 重稀   仁愛女子短期大学教授 

 

宮島 香澄   日本テレビ報道局解説委員 

 

椋野 美智子  大分大学教授 

 

山口 洋    株式会社 JP ホールディングス代表取締役 

 

 

                                             （五十音順 敬称略） 
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